
「地域生活支援事業（移動支援事業）」
訪問介護　ピース利用契約書


当事業所は利用者に対して地域生活支援事業（移動支援事業）を提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。
合同会社　HALELEA


岐阜市宇佐南４丁目７−１　カルフールⅠ ４０３号室

訪問介護　ピース

TEL　０５８－２１３－６７６７
FAX　０５８－２１３－６７６８
地域生活支援事業（移動支援事業）利用契約書

（以下「利用者」という。）と　合同会社　HALELEA　（以下「事業者」という。）は、利用者が事業者の設置運営する「訪問介護　ピース」から提供される地域生活支援事業（以下、「移動支援事業」という。）を受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下、「本契約」という。）を締結します。
第１条（契約の目的）

この規程は合同会社　HALELEA（以下「事業者」という。）が運営する移動支援事業所、訪問介護　ピース（以下「事業所」という。）が行う障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）に基づく地域生活支援事業のうち、移動支援事業の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業の円滑な運営管理を図るとともに、利用者、障害児及び障害児の保護者（以下「利用者等」という。）の意思及び人格を尊重し、利用者等の立場に立った適切な移動支援を提供することを目的とする。
第２条（契約の期間）

１　この契約の契約期間は、令和　　年　　月　　日から利用者の地域生活支援事業費（以下、「移動支援事業費」といいます。）の支給期間満了日までとします。

２　契約満了日の15日前までに、利用者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない場合、かつ利用者の移動支援事業費支給期間終了後に改めて支給決定された場合、契約は更新されるものとします。
　　　

　　

第３条（移動支援の内容）
１　事業者は、サービス従業者を利用者の居宅又は、利用者が指定し、かつ事業者が移動支援に係る安全性が確保されていると認めた場所に派遣し、移動支援を提供します。

２　利用者が利用できるサービスの内容は、「契約書別紙」のとおりです。事業者は「契約書別紙」に定めた内容について、利用者及びその家族に説明します。

３　移動支援事業費に係る支給決定内容が変更されて、事業者が提供するサービス内容が変更される場合には、利用者の了承を得て新たな内容の「契約書別紙」を作成し、それをもって移動支援事業の内容とします。
第４条（複数名を対象とした派遣）

１　事業者は、利用者について、安全かつ適切に複数名を対象としたサービスの提供ができると判断した場合において、利用者の申し出に基づき、当該形態でのサービスを提供する行うこととします。

２　前１項については、利用者が当該利用形態での利用の申し出を行う都度、利用者及び利用者と同時にサービスの提供を受ける予定の者の障害程度等を考慮して、事業者がサービス提供の可否を判断するものとします。

３　前２項の事業者の判断については、利用者は従うものとします。
　

第５条（移動支援事業費支給申請に係る援助）

　　事業者は、利用者が移動支援事業費支給期間終了に伴う移動支援事業費支給申請を円滑に行えるよう、利用者を援助します。
第６条（サービス提供の記録）

　１　事業者は、毎回のサービス終了時に、利用者から書面によりサービス提供の確認をけます。

２　事業者は、移動支援事業の提供に関する諸記録を作成し、契約終了後５年間保存します。

　３　利用者は、事業者の営業時間内にその事業所において、当該利用者に関する２項の諸記録を閲覧できます。

　４　利用者は、当該利用者に関する２項の諸記録の複写物の交付を受けることができます。
第７条（利用に係る料金）

１　利用者は、提供されるサービスの対価として「契約書別紙」に定める料金を基に計算された月ごとの合計金額（利用者支払額といいます。）を支払います。

２　事業者は、１ヶ月ごとにまとめて請求しますので、翌月２０日までに、前月分の請求書を発行しますので、その月の月末までにお支払い下さい。
お支払方法は　振込み・現金払い・預金口座振替　の方法があります。お支払いください。
３　事業者は、利用者支払額の支払いを受けたときには利用者に領収書を発行します。

４　事業者は、利用者が行う移動支援事業費償還払請求に係る手続きを円滑に行えるように援助します。

５　全各号の規定は、事業者が予め障害者移動支援事業費の代理受領に係る申出をし、かつ、利用者が事業者に対し、代理受領に係る委任をした場合を除きます。予め事業者が代理受領の申出をし、かつ利用者が代理受領に係る委任をした場合においては下記のとおりとします。

　ア　利用者は、利用者負担額より、岐阜市・本巣市・各務原市・笠松町（以下、「市」といいます。）より当該利用者に対して市より支給される移動支援事業費を除した金額を、利用料金として事業者に支払います。

　イ　事業者は、市より受領した移動支援事業費の額を利用者に通知します。　　　　　　　　　　

　
第８条（サービスの中止）　

　１　利用者は、事業者に対して、サービス提供の　時間前までに通知をすることにより、料金を負担することなくサービス利用を中止することができます。

　２　利用者がサービス実施の　時間前までに通知することなく、サービス利用を中止する場合は、事業者は、利用者に対して「契約書別紙」に定める計算方法により料金を請求することができます。
第９条（相談・苦情対応）

　１　事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、この契約に関する利用者の要望、苦情等に対し、利用者の立場に立って、誠実かつ迅速に対応し、改善に努めます。なお、苦情の申立てによって、利用者が不利益な対応を受けることは一切ありません。

　２　次の事由に該当する場合は、利用者は事業者に対し、改善及び改善結果の報告を求めることができます。　　

　　①　事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合

　　②　事業者が守秘義務に反した場合

　　③　事業者が利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合
第１０条（守秘義務及び個人情報の保護）

事業者及びサービス従事者又は職員は、サービスを提供する上で知り得た利用者又は契約者
等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。退職後についても同様です。この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。

２事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等利用者に関する心身
等の情報を提供できるものとします。
３前２項にかかわらず、利用者に係る他の相談支援事業所等との連携を図るなど正当な理由が
ある場合には、利用者やその家族、契約者等の個人情報を用いることができるものとします。
本契約の締結で利用者やその家族、契約者等より同意を得たものとします。

第１１条（虐待防止）

　事業者は、利用者が他者から不適切な扱いにより権利利益を侵害される状態や生命、健康、
生活が損なわれるような状態に置かれないように、環境を整備するとともに、早期発見、保護
に努めます。
第１２条（損害賠償責任）

事業者は、本契約に基づくサービスの実施にあたって事故が発生した場合は、すみやかに契
約者、家族、身元引受人等の関係者に連絡をするとともに、必要な措置を講じます。

２前項の場合において、事業者の故意又は過失に起因して利用者に損害が発生した場合は、事
業者は、利用者または契約者と協議の上、損害として認められる相当な範囲の額を賠償します。

３前項の場合において、当該事故発生につき利用者または契約者に過失がある場合は、損害賠
償の額を減じることができます。

４前２項の場合において、事業者が損害賠償保険に加入している場合は、事業者が賠償する金
額は、損害賠償保険による補償額を上限とします。ただし、事業者に故意又は重大な過失があ
った場合は、この限りではありません。

第１３条（損害賠償がなされない場合）

　前条のとおり、事業者は、事業者の故意又は過失に起因して損害が発生した場合でない限り、

損害賠償責任を負いません。とりわけ、次の各号に該当する場合は、事業者は損害賠償責任を免

れます。

一　契約者又は利用者が、利用者の心身の状況、病歴などの事業者のサービス実施にあたって

重要となる事項につき、事業所にこれを告げず又は不実の告知を行い、これに起因して損
害が発生した場合

二　契約者又は利用者が事業者のサービスの実施にあたって必要な事項に関する事業者からの

聴取・確認に対し、これを告げず又は不実の告知を行い、これに起因して損害が発生した

場合

三　契約者又は利用者が、事業者のサービス従事者の指示・依頼に反した行動をし、これに起

因して損害が発生した場合。

四　利用者の急激な体調の変化など事業者の実施するサービスに基づかない事情に起因して損

　　害が発生した場合

五　事業者又はサービス従事者がサービスを実施するにあったって予測することのできない事

　　情又は回避することのできない事情に起因して損害が発生した場合

第１４条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助）

利用者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が提供するサービスを利用することができるものとします。
一　利用者が死亡した場合

二　事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖
　　した場合

三　事業者が指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合

四　第１９条から第２１条に基づき本契約が解約又は解除された場合
五　第２条の契約期間が満了した場合（但し、満了前に契約更新の手続きはとられた場合は
　　除く）

２事業者は、前項第一号を除く各号により本契約が終了する場合には、利用者の心身の状況、置
かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。
第１５条（契約者からの中途解約）

契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、利用者
は契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知するものとします。
２契約者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができます。
一　第９条第３項により本契約を解約する場合

二　利用者が入院した場合
三　利用者に係るケアプランが変更された場合
第１６条（契約者からの契約解除）

　契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、
本契約を解除することができます。

一　事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める移動支援事業を実施しない場合

二　事業者もしくはサービス従事者が第１１条に定める守秘義務及び個人情報の保護に違反
した場合

三　事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者及び利用者の身体・財物・信
用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められ
る場合

　
第１７条（事業者からの契約解除）

　事業者は、契約者又は利用者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することがで
きます。

一　契約者が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれ
を告げず又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合
ニ　契約者による、第７条１項から第３項に定めるサービス利用料金の支払いが２ヶ月以上遅
延し、その支払を催告にもかかわらず14日以内に支払われない場合
三　利用者又は契約者等が、故意又は重大な過失により事業者もしくはサービス従事者の生命

・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を
継続しがたい重大な事情を生じさせた場合
四　利用者が死亡した場合

五　事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉

　　鎖した場合

六　施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能にな

　　った場合

七　事業者が指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合

八　利用者又はご家族から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下を

　ご参照下さい。）

九　事業所から契約解除を申し出た場合
第１８条（緊急時の対処）

事業者は、現に移動支援事業の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じます。
第１９条（身分証携行義務）

　　従業者は常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示を求められたときは、いつでも身分証を提示します。
第２０条（連携）

　１　事業者は、移動支援の提供に当たっては、他の移動支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。

２　事業者は、居宅介護の提供終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。
第２１条（苦情処理）

事業者は、その提供したサービスに関する契約者又は利用者からの苦情に対して、苦情を受
け付ける窓口を設置して適切に対応するものとします。
第２２条（協議事項）

　本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は障害者総合支援法その他諸法令の定めるところに従い、契約者と誠意をもって協議するものとします。
第２３条（裁判管轄）

　　この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び事業者は利用者の住所地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。

地域生活支援事業（移動支援事業）の提供の開始に際し、訪問介護　ピース契約書を受領し、これらの内容に関して説明を受け又、利用契約書第１１条（守秘義務及び個人情報の保護）についても同意します。

以上の契約を証するため、本書2通作成し、利用者、契約者及び事業者が記名捺印のうえ、各1通を保有するものとする。

　　 年　　 月　　　日　　　　説明者（　　井馬知亜希　　）
　
　　　　　　契約者　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

電話番号　（　　　　）　　　　　―
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【（利用者との続柄：　　　　　）】
　　　　　　利用者　　　住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

電話番号　（　　　　）　　　　　―
　　　　　　　　【代筆者氏名　　　　　　　　　　　　　（続柄：　　　　　）】
（利用者に契約能力、署名能力が無いと契約者が判断される場合は、契約者の自己責任において、利用者欄を代筆・押印し、代筆者氏名欄にご記入ください）

事 業 者　　　 住　　所　  各務原市那加東野町一丁目１３９番地２

事業者名　  合同会社　HALELEA
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　代表社員　後藤　孝憲　　　印　
　
契約代理者

事  業  所　　　住　　所　　岐阜市宇佐南４−７−１　カルフールⅠ　403号室
名　　称　　訪問介護　ピース

管理者  　井馬知亜希　　　印

訪問介護　ピース


岐阜市指定事業所番号　　第2160110918号


笠松町指定事業所番号　　第2130304025号


各務原市指定事業所番号　第2162130135号


本巣市指定事業所番号　　第　21618063号
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